
１．はじめに
　現在、我が国おいては、「産業集積論」あるいは「産業

クラスター論」という概念で、地域産業を分析し、地域

産業振興政策を立案するという大きな流れがある。本研

究は、このようなトレンドに注視しながら、鳥取市の工

業集積の構造を把握することを目的とした基礎研究であ

り、鳥取市の製造業の実態を統計的に明らかにすること

に主眼に置いた。

　まず、産業集積論及び産業クラスター論に関する文献

を簡単にレビューする。次いで、「工業統計」など、政府

が実施している既存の統計資料を活用し、戦後の鳥取市

の工業の起源と成長の推移及びその背景を把握する。さ

らに、特化度などの概念を使いつつ、鳥取市の工業構造

を分析するとともに、鳥取市における鳥取三洋電機の位

置づけの推移を分析し、技術集積に与える影響を仮説的

に論じる。続いて、工業集積構造の都市間比較を行い、

鳥取市の特徴を浮き彫りにする。比較対象都市としては、

特例市（人口20万人以上）の中から山形市と佐世保市を
抽出した。最後に、これまでの分析結果を総括するとと

もに、鳥取市の産業振興政策に対しての若干の提言を行

う。

　

２．産業集積論の現状
　２．１　「産業集積論」の興隆

　現在、我が国おいては、地域産業に対する分析枠組み

のひとつとして「産業集積論」あるいは「産業クラスター

論」が脚光を浴びている。例えば、伊丹他（1998）は、
企業が集積する論理とその分析の意義など、大きな枠組

みを提示した後、中小企業論、企業創造論として産業集

積論を展開している。鎌倉（2002）は、より実証的に、
東大阪市など中小企業のネットワークキングに着目しな

がら、都市型の工業集積の現状分析を行っている。また、

石倉他（2003）は、国内外の事例を紹介しながら、我が
国における産業クラスター形成の意義や効果などを検討

している。

　アカデミックな研究だけでなく、実務レベルでも産業

集積論や産業クラスラー論は注目を集め、施策として展

開されている。例えば、経済産業省では2001年度から
「地域においてイノベーションやベンチャー企業が次々

と生み出される産業クラスター」の形成を目指した｢産
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鳥取市の工業集積
―形成プロセスとその構造―

　
【要旨】
　鳥取市の工業は、1960年代の鳥取三洋電機を中心とした企業誘致によって現在の規模が形成
されたが、その後の工業の盛衰も誘致企業の動向に大きく左右されており、いわば「誘致企業依
存型」の構造を持っている。業種に着目すると、電気機械工業が中心となっている。鳥取三洋電
機の鳥取市の製造業全体に占める割合は、2000年以降の同社の業績が急速に悪化するまでは大
きな変化はないが、電気機械工業に占める割合は年々減少傾向にある。この背景には、他の電子
部品・デバイス系企業等の誘致の進展と、地場産業、金属加工業等の衰退がある。また、このこ
とは、新たに進んだ誘致企業は「落下傘型」であり、鳥取市の他産業に与える間接的な波及効果
が小さいことを示唆している。
　全国及び他の特例市と比較した場合、鳥取市は、情報通信機械、電子部品・デバイスの集積度
が高く、また、雇用吸収力が高いことが浮き彫りになったが、1990年代以降、事業所数及び従
業者数は一貫して減少傾向にあるため、厳しい状況にある。
　このように鳥取市の工業は、誘致企業に依存した構造であるため、工業技術も規定され、技術
の多様性にも乏しく、また、地場企業は営業力、開発力を身につける契機をもたず、自立性が弱
くなっている。このような状況を鑑みると、鳥取市においては、「工業構造調査」「産業ビジョン」
「産業まちづくり条例」などを実施・作成し、積極的に産業振興戦略を展開することによって、
持続可能な工業構造を構築していく必要がある。
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を分析すると以下のようになる。1980年以降の電子部品・
デバイス関連企業の誘致が進んだため、鳥取市の電気機

械における鳥取三洋電機の占める割合は急激に低下して

いるが、地場産業あるいは金属製品などの他産業が衰退

したため、鳥取市の製造業全体における鳥取三洋電機の

占める割合に大きな変化がでなかった。

　また、2000年以降に着目すると、鳥取三洋電機の数値
に変化が出てきていることがわかる。2000年には1,989億
円あった鳥取三洋電機の製造品出荷額は、2003年には約
1,120億円まで減少している。2003年の従業者数も過去最
低の2,462人まで減少し、さらに、2005年にはアモルファ
スTFT液晶事業の売却と社員の転籍により1,419人と、全
盛期の半分以下まで減少している。このように鳥取三洋

電機は、2000年以降、製造品出荷額の激減による業績の
悪化、リストラの敢行、液晶部門の売却などにより、鳥

取市における相対的な位置づけは大幅に低下した。

　　

　５．３　鳥取市の技術構造

　ここまで、業種別の特化度あるいは機械金属系業種な

どに着目しながら、鳥取市の工業構造の分析を行ってき

た。しかしながら、このような分析では、鳥取市内の企

業取引などの「地域内の企業間連携」に関する分析を行

うことができない。そこで、本節では、これまでの分析

を踏まえ、鳥取市の工業構造を「技術集積」の側面から

分析し、地域内の連関性に言及したい。特に、一橋大学

大学院の関満博教授（関　1993、2003）の「技術集積の
三角形モデル」を使って鳥取市の工業の技術集積を仮説

的に分析したい。関によると、地域の技術を最も単純化

すると、「特殊技術」「中間技術」「基盤技術」に分けられ

ると言う。三角形モデルの３つの階層の上部が特定の大

企業で、下方に中小企業が位置づけられる。大まかに、

「特殊技術」は誘致された大企業のハイテク技術、「中間

技術」は「組立製造」に関する技術、「基盤技術」は「素

材加工」に関する技術と理解すると分かりやすい。また、

関の技術集積の三角形モデルでは、技術のみを分類して

いるが、大企業の重要な役割として、開発（及びデザイ

ン）機能及び営業機能を欠くことはできないため、ここ

では、その両機能も付加しておく。図6は地域における
理想的な技術集積の形を示している。

　鳥取市の機械金属業種に関する技術集積を関モデルを
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図６　地域における技術集積の三角形モデル

図７　鳥取市における技術集積の推移
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使って示すと図7のようになる。
　これまで、鳥取市の製造業、とりわけ、機械金属系業

種は、1966年に立地した鳥取三洋電機を中心に形成され
てきたことを述べた。まず、1970年代の鳥取市の工業の
技術構造を、1975年のデータを基に記述する（表7から
表10を参照）。製造品出荷額でみると、鳥取市全体の
62.4％を占める機械金属系３業種のうち、最も多くを占
めるのが電気機械（40.3%）である。鳥取三洋電機の電気
機械に占める割合は90.9%と高い。このことは、図7の左
図の灰色の三角形に見られるように、1970年代における
鳥取市の製造業の技術構造における「特殊技術」あるい

は開発機能・営業機能を持つ上部に鳥取三洋電機が位置

づけられることを意味している。次に、「中間技術」及び

「基盤技術」を持つ企業は、三洋電機の要請によって京

阪神から鳥取市への立地を決めた企業が中心となる（表

3参照）が、何社かの地場企業も鳥取三洋電機の下請け
企業として「基盤技術」を担っていた。著者が行ったイ

ンタビューによると、鳥取三洋電機は、「中間技術」及び

「基盤技術」を持つ下請協力企業に対しては、出向者の

常駐による技術支援などを行うことによって、設備の仕

様、加工の機能及び精度、扱う原材料など、鳥取三洋電

機の仕様に合うように「特殊化」している。このことか

ら、鳥取市の技術構造は、鋭角の三角形になっている。

すなわち、1970年代に鳥取市に集積していた工業技術は
鳥取三洋電機にとって不可欠なもののみに限定される傾

向にあり、多様な技術が集積されにくい構造を持ってい

たと考えられる。

　1980年以降、技術構造が変わっている。1990年の数値
でみてみよう。製造品出荷額でみると、機械金属系３業

種は鳥取市の製造業全体の76.2％まで高まっているが、
そのうち65.0％を電気機械が占めており、特に、電子部
品・デバイスを中心とした構造になっていると推測され

る。電子部品・デバイスに関しては、プリント回路板、

LEDランプなどが大きなシェアを占めていると推測され
る。同年の電気機械に占める鳥取三洋電機の割合は、

48.4％と急激に低下している。これは、リコーマイクロ
エレクトロニクスなどの企業の誘致が進んだためと思わ

れる。したがって、三角形の上部は、鳥取三洋電機だけ

でなく、大都市圏に本社を持つ他の誘致企業も位置づけ

られることになる。これらの企業の立地及びＭＥ技術の

発展等によって、一定の技術の多様化が進んだと考えら

れるが、大幅な多様化とは言えない。なぜなら、依然と

して、電子部品に関連した加工・組立に留まっていると

推測されるためである。

　一方、金属製品は減少傾向を示しており、製造品出荷

額を鳥取市全体に占める割合でみると、1990年には、
5.7％と1975年（15.5%）の半分の以下の数値となってい
る。このことは、電気機械工業の増加による「基盤技術」

産業への波及効果が低くなっていることを表しており、

1980年代の企業誘致が落下傘型のものになっている可能
性が高いことと示唆している。また、「中間技術」をもつ

企業が、プレス加工などの「基盤技術」の内製化を進め

たことも大きな要因だと思われる。

　さらに、1965年以降全体に言えることだが、鳥取市の
中小（地場）企業が鳥取三洋電機を含む誘致企業への依

存度が高かったという事実は、独自の営業力あるいは開

発力を育てる契機を持つことができなかったということ

を意味する。特に、2000年以降は、景気の悪化により全
体の需要が減少しているので、企業として生き残るため

に、開発力、営業力を蓄積しようと試みている中小企業

が増えているが、これまでの知識の蓄積がないため、試

行錯誤的な作業となると思われる。

　加えて、鳥取三洋電機、リコーマイクロエレクトロニ

クス、日本ライツといった誘致企業といえども、鳥取市

に本社があるわけではないので、最終的な決定権はもた

ないため、２重の意味で依存型の工業構造となっている。

　

　５．４　小括

　本節は、やや仮説的な記述が多くなったが、まとめる

と以下のようになる。業種に着目すると、鳥取市の工業

構造は、電気機械工業が中心となっている。鳥取三洋電

機の鳥取市全体に占める割合は、2000年以降の同社の業
績が急速に悪化するまでは大きな変化はないが、電気機

械工業に占める割合は年々減少傾向にある。これは、他

の電子部品・デバイス系企業の誘致が進む一方、地場産

業、金属加工業等が衰退したためである。また、このこ

とは、新たに進んだ誘致企業は「落下傘型」であり、鳥

取市の他産業に与える間接的な波及効果が小さいことを

示唆している。

　また、技術構造に着目すると、鳥取市は、1965年以降、
鳥取三洋電機を頂点とする鋭角な三角形に表現されるよ

うな、技術集積の構造を有してきた。それは特殊技術、

研究開発機能、営業機能などを鳥取三洋電機に依存した

構造である。この後も電子部品・デバイスの占める割合

が多く、金属製品が衰退していることを勘案すると、依

然として、偏った技術集積の構造を有していると推測さ

れる。また、2000年以降は、鳥取三洋電機自体の業績が
急速に悪化あるいは縮小しており、地場中小企業は、他

の誘致企業から下請的な業務を受注しつつ、自立的かつ

展開力に優れたあり方を模索している段階にあると言える。
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②鳥取市内の企業間取引関係はどのようになっている

のか。

③これまでの企業誘致が鳥取市にもたらした効果はど

の程度か。

④製造品目の変化と市の工業パフォーマンスの関係は

どうなっているのか。

９．結論　提言にかえて
　これまでの議論を踏まえて、結論として鳥取市におけ

る工業に関する政策提言をまとめるものとする。

　９．１　「鳥取市工業構造調査」の実施

　本調査は、既存のデータ、特に「工業統計」を活用し、

時系列及び比較の観点から、鳥取市の工業構造を素描す

ることを目的とした。しかしながら、受発注あるいは取

引の現状などについては、十分明らかにできていない。

鳥取市の工業を考え、政策を立案するためには、さらな

る詳細な調査が必要となる。そこで、「鳥取市工業構造調

査」を実施し、鳥取市の工業が置かれている状況を詳細

に把握する必要がある。

　９．２　「鳥取市産業ビジョン」の形成

　鳥取三洋電機の相対的な地位が低下した今、鳥取市が

産業の町であること、そして今後も産業の町であり続け

ることを内外にＰＲし、産業としての地域アイデンティ

ティを確立するとともに、製品における鳥取ブランドの

確立を目指す必要がある。特に、これまで、産業政策は、

市が国や県の施策を請け負う形で行われる傾向にあっ

た。これからは、地方から発想する自治体の産業政策が

必要になると思われる。特に、鳥取市の零細企業は、従

来型の事業分野に留まり、従来からの取引先、小世界に

閉じこもっている場合が多い。こうした工業の全般的な

状況に対しては、一定の方向を示したビジョンを提示し、

地域の中小企業に重大なインパクトを与えていく必要が

ある。

　９．３　「鳥取市産業まちづくり条例」の策定

　また、産業ビジョンを展開する具体的な施策として「鳥

取市産業まちづくり条例」を制定することが考えられる。

そこで、鳥取市の地域政策のなかに産業政策をしっかり

と位置づけていくことが重要である。先進事例としては、

1995年に制定された東京都大田区の「大田区産業のまち
づくり条例」があげられる。

　９．４　統計の整備

　鳥取市の市町村合併によって、「工業統計」などの統計

資料を時系列でみることが難しくなってきている。合併

後も、旧鳥取市、新鳥取市双方のデータが時系列でみら

れるように、統計の整備を行う必要がある。

�

1  　製造品出荷額の数値は、2000年以降、減少傾向を示している。
2  　全国総合開発計画（全総）は、都市と地域の格差の縮小を目的
としているとはいえ、社会資本の効率的利用という観点から、空

間的には、４大工業地帯に重点的に立地させることを第１として

いる。特定地域への開発を目的とした「開発拠点方式」を採用し
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